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第 1章 課題と視角 



















































   
 ③洋上風力発電設備の設置に関する利用調整に係る制度の不備に係る事例 































































































































































る。本研究を通じた主要な論点は以下の 2点である（後藤 2011:11-14）。 
   a)海付村落（海岸に面した漁業権のある村）における漁場利用の重層性。浜方の
みならず岡方も農業生産のために必要な限りにおいて補助的に漁場を利用で
きた。 



















     a)領域内の経済的不均衡の是正が期待される中央政府にとって、海陸交通のタ
ーミナルとなる海港立地を選定することは困難であったこと。 
      b)地域住民にとっても、経済的利益・視覚的インパクトの面からも海港整備に
関するローカル・インタレスト（地方利益）を成立させることが容易ではな
かったこと。 
























































































令等を整備すべきであると提唱されている（浜本・田中 1997:25, 浜本 1996:160-
163）。 














   ①包括的公物概念 



















   ③公物と取引秩序 







































   ④公物管理権 





































































































































































































    上記の問題関心は、（１）で前述した辻の問題関心が戦前から戦後への継承で















































b)環境影響評価の法制化（今村 2006:119-126、川名 1995:108-206） 
・環境庁が最初に法案要綱を纏めた 1976 年 3 月末以降、通産・建設・運輸・
国土・農林等関係省庁との協議を開始したが、調整が難航し、法案取り下げ。 




・1981年 4月末に法案が国会提出されたものの、継続審議の末、1983年 11 月
に廃案。1984 年 8 月の環境影響評価実施要項を内容とする閣議決定で代用。 
    ・1993 年 11 月の環境影響法制定後、再び法制化の動きが具体化し、1997 年に
環境影響評価法が成立。 
 
c)第 1次・第 2次 VAN 戦争（通産省・郵政省）（今村 2006:128-135、中村 1996:105-
111） 
    ・第 1 次 VAN 戦争は 1981 年暮れ、郵政省が公衆電気通信法の改正と付加価値
データ伝送業務を規制対象とした VAN 法案の制定を企図したが、通産省及び
産業界の反対により頓挫した事案。 
    ・第 2 次 VAN 戦争は、1984 年春に第 2 種電気通信事業の法制化を焦点とする
電気通信事業法案を巡る両省間の争い。 
    ・電気通信と情報処理の融合化が既に歴然としてきたにもかかわらず、省庁組
織の縦割りの所管編成がそれに適合していなかったこと、通信回線自由化に
関する両省の政策判断の違いが対立の要因。 












・1995 年 3 月に厚生・通産両省が提示した法案大綱に対し、農水省が質問攻 
勢に加え、自省の法案大綱を発表。 
    ・厚生・通産省案は市町村による分別収集、事業者による引き取りと再生利用
を基本線としていたが、農水省案は分別収集、再生利用共に市町村としてい
た。 




    ・内閣官房副長官から 3省事務次官に対し、容器メーカーを事業者に加える方
向でまとめるよう指示があり、1995 年 6月に法案が成立した。 

























































いる（牧原 2009:187-205、御厨 1996:196-202）。 
   a)与党、内閣、総理府外局ではなく、関係省庁が調整の中核であった。 


























   b)土地政策所管省庁であった内務省の解体後、予算・人員・権限が不十分な経済
企画庁が 1974 年の国土庁発足まで土地政策を担当したが、行政の真空地帯で
あったため選挙民の圧力を受けた政治家の力が蔓延った（カルダー 1989:347）。 





















































   ②領海の拡張と地方公共団体の管轄権行使の具体例 



















































部課長級協議、2017 年 10 月の東京都自治紛争処理委員による調停、調停を
不服とした大田区が提訴し、2019 年 9月の第一審判決（東京地裁）を両区が
受け入れたことから、約半世紀にわたった帰属問題が漸く終結した。上記判



























b)十和田湖：2県 2町で、面積比 6対 4で分割。同交付金は計約 6700 万円増
額。     
（２）領海、排他的経済水域の境界に係る研究 
１）国際法及び行政法に関連するもの 
   ①国際海洋秩序への日本の法的対応に関する研究 



































1977 年の領海法の制定により、日本の領海の幅は 3 海里から 12 海里に拡張
されたが、同法附則第 2項において規定されている、宗谷海峡、津軽海峡、対
馬海峡東水道、同西水道、大隅海峡の 5カ所の特定海域については領海の幅が































        また、海上保安庁法第 1条第 1項は、わが国周辺における人命及び財産の
保護等をその目的として定めているが、「周辺海域」の範囲を特定していな










     上記の特定海域に係る政府の方針については、1996 年の国連海洋法条約批准
に伴う領海法改正以降も変更はなく、近年の状況を踏まえた見解として、以下
の 2点が挙げられる。 





























た理由として以下の 3点を挙げている（村上 1992:7-9）。 




















   ④EEZ の境界画定に係る研究 



























     
   ⑤日中間の大陸棚及び EEZの境界画定に係る研究 










好 2006:260-261、坂元 2018:340-341）。 
     大陸棚に対する権原の捉え方については、日本が、向かい合う関係の沿岸国





立場である。後者の見解に対し以下の 2点の批判がある（三好 2006:262）。 
a)1969 年の北海大陸棚事件国際司法裁判所（ICJ）判決における大陸棚権原の
定義に基づくものであり、その後の判例の動向を無視するものである 



































   ⑥日韓間の EEZの境界画定に係る研究 




連海洋法条約 121 条 2項）として、EEZ の基点として採用した結果、竹島の領
土紛争の解決なしに、EEZ の境界画定は困難な事態となった（坂元 2018:335-
336）。 













提起されている（坂元 2018:91-92, 坂元 2015:35-36）。 
 
２）海洋制度に係る国際政治学及び海洋安全保障に関連する研究 
   ①日本の海洋制度の転換に係る国際政治学における研究 




















   ③中国の海洋戦略に係る研究 




2010 年 9 月に発生した尖閣諸島周辺海域における中国漁船と海上保安庁巡視
艇との衝突事件への強硬な対応が挙げられる（下平 2018:40）。 









    a)多国間協力が必要であること 
    b)中国の影響力拡大に対し、何らかの主導的な姿勢を示す必要があること 







































   上記の先行研究の大まかな傾向として、空間や領域の利用及び管理において、各
関係法令を所掌する省庁間のセクショナリズムが一般的にみられるが、それは海洋
空間の利用及び管理においても同様である。 
   さらに、国内（地方公共団体間）、国際いずれにおいても、領海、EEZ をはじめと
する海域の境界線についての考え方が十分具体化されておらず、このことが日中間
の EEZの境界を巡る紛争、領海の幅を従前の 3 海里に止めた特定海域制度等問題点
の解決が先送りにされている一因とも考えられる。 































































































































 （１）第 1次海洋基本計画 















































合海洋政策推進事務局 2018:68）。   
40 
 







日本は、1869 年 7月 21日付太政官布告において、領海を 3 海里と宣言していた。
同宣言は、創設的効力を持たず、17世紀以来の国際慣習法を確認し、普仏戦争にお
ける中立宣言を行う趣旨のものであった。領海を従前の 3 海里から 12 海里に拡充
すべく、1977年に領海法が制定された。その背景として以下の 3点が挙げられてい
る（成田 1996a：2-3）。 
a)世界の 60か国が領海 12海里を採用していること 
  b)国連海洋法会議においても領海 12海里への異論がないこと 
  c)ソ連船が日本近海に大量に進出してきて沿岸漁業を圧迫している 

















   本法は、尖閣諸島周辺海域において多数の中国漁船が領海内に入域する事案が多





















































































法律であり（1 条）、国有財産の範囲に不動産も含まれている（2 条 1 項 1 号）。実
務上、海は同法における「行政財産」中、国において直接公共の用に供する「公共
用財産」（3条 2 項 2号）に当たり、その管理は、地方自治法上の「第一号法定受託
事務」（2条 9項 1号）として都道府県が行っている（三浦 2015:2）。行政財産は、














































































































































































































   法の適用に関する通則法において、「公の秩序又は善良の風俗に反しない慣習は、
法令の規定により認められたもの又は法令に規定されていない事項に関するもの






































































とする（144 条 2 項）ことにより実効性が担保されている。100 条 3 に規定する
内外の社会的経済的事情の要件には、微妙な国際関係への配慮等政治・政策的事
情を読み込めそうであり、144 条 2 項に基づく報告及び検査は無許可の探査行為
も対象になると考えられる（三浦 2012:48-49）。 
なお、国連海洋法条約は、排他的経済水域における海洋の科学的調査に対する
沿岸国の管轄権を認めているが（56 条 1 項(b)(ⅱ)）、科学的調査については、
「我が国の領海、排他的水域又は大陸棚における外国による科学的調査の取扱い
について」（1996 年 7月 20日外務省作成）に基づく、事前の同意の取得によって







































































































































































































































































































年 5月に公布された（岸田 2011:193-213）。 
   ①法目的への「環境」及び「利用の追加」 
目的規定に、従前からの「海岸災害からの防護」に加え、「海岸環境の整備と 
保全」及び「公衆の海岸の適正な利用」を追加（1条）した。 




新設した（37 条の 4～6）。 














   ④海岸管理のための計画制度の見直し 





   ⑤海岸管理への市町村の参画の推進 





   ⑥国による直轄管理制度の導入 







   ⑦海岸保全施設の定義の見直し 











18 海岸法第 37条の 2 第 1項の海岸を指定する政令に基づいて指定された海岸は、現時
点では、沖ノ鳥島 1 カ所である。 
60 
 
さらに、1998 年 5 月に閣議決定された地方分権推進計画を踏まえた地方分権
一括法が 1999年 7月に公布され、以下のとおり改正された。 
   ①都道府県知事が行う海岸法に定めた公共海岸の国有財産に係る事務が法定受
託事務であることが明記された（40 条 4 第 2 項、国有財産法 9 条 3 項、同施
















は、以下の 5点である（国土交通省水管理・国土保全局砂防部海岸室 2014）。 
   a)減災機能を有する森林と一体化した粘り強い構造の堤防等を海岸保全施設に
追加（2条）。 
   b)現場作業員の安全を確保すべく水門・陸閘等の操作規則の策定を義務化（14 条
の 2～4、21 条の 2,3）。 
   c)海岸保全施設の維持・修繕に係る統一的な基準を策定（14条の 5）。 
   d)海岸保全区域内における座礁船舶の撤去を海岸管理者が船舶所有者に命令す
る権限を付与（23条）。 























  e)計画段階における環境への配慮、住民参加の強化 
  f)埋立免許料の早急な引き上げ（現状では国民の共有財産である海浜を廉価で 
分譲している） 
 
第 9節 一般海域の利用及び管理に係る法令について 
１．一般海域の管理権限 



















































































































































  また、欧州において、EU加盟国（上記の英国は 2020年 1月 31 日に脱退）は、沿岸
域管理及び海洋空間計画策定に関して、自国の国内法のみならず、関連する EU 指令
 





























（２）沿岸域管理法（Coastal Zone Management Act） 
   ①CZMAの概要 


















管理プログラム策定補助交付金（Management Program Development 
Grants）、行政補助交付金（Administrative Grants）、沿岸域管理基金
（Coastal Zone Management Fund）、沿岸域エンハンスメント補助交付金












   ②CZMAの関係機関 
CZMAを運用する最大の責務は、商務省海洋大気庁海洋沿岸資源管理局








ムとして海洋保護区（Marine Protected Areas）、水質浄化法（Clean Water 
Act）に基づくプログラム等が挙げられるが、これらは相互に異なる、時とし
て矛盾した目的を掲げている（Beatley 2002:122-123）。 
















   ③特別エリア管理計画 
資源管理を効果的に行うツールとしてCZMA は特別エリア管理計画(Special 
































   ①ロードアイランド州の事例とマサチューセッツ州の事例の対比 









































②洋上風力発電の推進における MSP の役割 

























（４）国家海洋政策（National Ocean Policy）の策定 
    米国では、前述の ICZMと生態系ベースの管理(Ecological Based Management)
が、海洋空間計画策定に先行する部局横断的な計画立案であった（Ryan 
2019:271）。2009 年以降、オバマ政権が推進する総合的海洋ガバナンス政策であ
る NOP の下で、積極的な政策立案が行われてきた。2010 年 7 月には大統領令が
発表され、生態系アプローチを基盤とした新たな海洋政策実施の第一歩として、
海洋及び沿岸域空間計画（Coastal and Marine Spatial Planning）が示された。






2016 年に北東部海洋計画(Northeast Ocean Plan)と中部大西洋地域海洋行動計
画(Mid‐Atlantic Regional Ocean Action Plan)が策定され、州レベルでは、オ
レゴン、マサチューセッツ、ロードアイランド、ワシントンの各州で策定された。
前述したロードアイランド州の SAMP が米国沿岸における最初かつ現時点で唯一




なお、前述の大統領令は、政権交代後の 2018 年 4 月の新たな大統領令(Ocean 
Policy To Advance the Economic, Security, and Environmental Interests of 
the U.S)によって覆され、National Ocean Council や地域計画を立案する
Regional Planning Body が解体され、国家海洋政策実行計画(National Ocean 












































（EU Demonstration Programme on ICZM）の後、2000年に欧州統合的沿岸域管
理戦略指針（Integrated Coastal Zone Management: a Strategy for Europe” 
(COM/2000/547)）が、2002年に欧州統合的沿岸域管理に関する勧告
“Recommendation Concerning the Implementation of Integrated Coastal 
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EU は、沿岸域の環境、社会経済、文化資源の劣化に対処すべく、1996 年に EU
統合的沿岸域管理実行プログラムを策定し、沿岸域管理に係る施策を講じてきた。
同様に、海洋空間計画についても、2008年に海洋戦略枠組指令により基本方針が





















Management Plan)を策定してきた（岸田 2011:258）。 
 
（２）海洋ガバナンスの転換 
    1990 年代以降の英国において、海洋空間計画の策定に向けて海洋ガバナンス
の転換をもたらした要素として、以下の 4点が挙げられる（Scarff 2015:96）。 
1)海洋空間の利用の輻輳化による利害対立の増加 
2)前述の EU 海洋戦略枠組指令(2008 年)により 2020 年までに水域における良好
75 
 
な環境(Good Environmental Status)を確立する義務 
3)前述の EU 海洋空間計画指令(2007 年)により統合的海洋政策(Integrated 












ず、排他的経済水域及び大陸棚も対象としているが（42 条 1 項）、イングランド
とウェールズのみが対象であり、スコットランドと北アイルランドについては











    関係者へのインタビュー調査と文献調査を通じて、同法が目的とした 4点につ
































































興的に行える者であると結論付けられている (Vella 2017:499-500)。GBRMP に










みを差し止めている (Howlett 2017:73-74)。 






















低潮線～3 海里の海域は除外された（Vince 2017:6）。1999 年の「環境保護及び
生物多様性保全法」に基づく地域海洋計画（Regional Marine Plans,～2004）及
び RMP を発展させた海洋バイオリージョン計画（Marine Bioregional Plans, 
2005～）の策定と海洋保護区(National Representative System of Marine 
Protected Areas)の設置により MSP の基盤が構築された（Vince 2017:6）。また、
MBPs は 2006 年に沿岸域のゾーニングプログラムと統合され、オーストラリアの
統合的海洋・沿岸リージョナリゼーション”Integrated Marine and Coastal 
Regionalization of Austria”(IMCRA v.4.0)として再編され、オーストラリア
は沿岸から EEZ の端までのゾーニング計画を有したことになる（樋口 
2017b:110‐111）。 




































国連「アジェンダ 21」の採択や 1996 年の国連海洋法条約の批准・国内発効等に
より、沿岸域管理が国際的な義務となった（李 2008:53）。また、海洋安全保障の
























    また、MFZ については、以下のような課題がある（Fang 2011:665-666）。 
   1)海域と沿岸域のゾーニングの枠組みの連携 
   2)海域利用間の紛争のみならず海域利用と環境保全との利害衝突への一層の対 
    応 
   3)計画実施への監視と評価に係る枠組みの強化22 
   4)ゾーニングの過程における利害関係者の関与の拡大 



















21 自然環境保護のための海洋機能区画は 1982 年の中華人民共和国環境保護法に基づき
国家海洋局が設定してきた（樋口 2017b:110）。 




 第 2節 沿岸域管理及び海洋空間計画策定（Marine Spatial Planning）の推進に係
る国際的な取組み 





   21 世紀に向けた世界的及び地域的な沿岸域管理に関する国際協調の精神を示す
出来事として、1992 年 6 月のリオデジャネイロにおける地球サミットと国連地域













   政府間海洋学委員会(IOC-UNESCO）は2006年11月に第1回MSPに関する国際ワーク










かった点をMSPとの相違点として挙げている (IOC 2006:22)。 
   2009 年に IOC-UNESCO はガイドライン：海洋空間計画導入のための段階的手順






   その後、2017 年に IOC-UNESCO は、EUと共同で「世界規模で海洋空間計画策定プ
ロセスを加速するための共同ロードマップ」を採択した。同ロードマップは、国連
「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」を実行するための MSP のビジョンと








































  1）政策と制度の枠組み 
  2）利害関係者の関与 
  3）適切な監視と評価の確保 
  4）人間活動に係る局面と社会活動に係るデータのMSPへの包摂 
  5）国境を跨ぐ問題への対処 
  6）地球的気候変動への対処 
  7）社会経済の発展と海洋生態系の保全のバランスの確保 




第 3節 小括 
 １．沿岸域管理計画及び海洋空間計画（MSP）が策定された経緯 






















































































第 1節 近世における海域の利用及び管理 
１．海運の発展 








































































































































日本の保有船腹量は 1914 年の世界第 6位から、第 1次大戦後の 1920 年には第 3
位になっていたが、その後の昭和初期の不況に際し、上記 2社は両社協調の必要性
から、1931 年 4 月、近海郵船を加えた 3 社で協定書を調印した（郵商協調）（森 







































1898 年 7 月に制定された開港を対象とした開港港則（勅令）は、横浜、神戸、
長崎等逓信大臣の告示する数港に適用され、それらの港には府県令で港則が制定
された。1902 年 3 月の逓信省港務局廃止後、港則事務は地方庁港務部に移管さ




































生したことから、1885 年 6 月の太政官布達により私設灯台の設置が禁止され、



















各国の水路業務に関する報告を迅速に交換できるようにすべく、1919 年 6 月に
ロンドンにて第1回国際水路会議が開催され、日本も同会議に参加するとともに、
1921 年 6 月にモナコに設置された国際水路局(IHB)に当初から加盟した。日本は
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1933 年の国際連盟脱退後の 1937 年の第 4 回国際水路会議に参加してきたが、日
本の国際的孤立、また各国との連携には必ずしも同局を仲介することを要しない




   現行の漁業法（1949 年制定）における漁業権制度の基礎となっているのは、1910
年制定の漁業法における漁業権制度であり、同法は 1901 年制定の漁業法を改正し
たものである。漁業法の歴史に係る、漁業法準備期(1868 年～1900 年)、明治漁業
法期(1901 年～1948 年)、1949年漁業法期(1949年～)の 3期の「時期区分」に応じ
て（田平 2014:3）概説する。 
 
（１）漁業法準備期(1868 年～1900 年) 









    同布告に続き、1886 年 5 月農商務省令 7 号により漁業組合準則が公布された
後、1893 年 4 月に農商務省に設置された水産調査委員会を中心に漁業法の草案
が作成され、同委員会委員長村田保貴族院議員により、1893 年 11月と 1895 年 1
月の 2 回にわたり帝国議会に法案が提出されたが不成立に終わった。村田議員
は、1893 年 12 月 16 日の貴族院第 1 読会において、水産物の繁殖保護を図るこ
とと各地で発生している漁場紛争を法律によって裁定できるようにすることを
提案理由に挙げている。その後、政府案が 1899年 2月、1900年 1 月、1901 年 2
月の 3回にわたって提出され、同年 3月に成立した（田平 2014:7-9）。 
 
 （２）明治漁業法期(1901 年～1948 年) 















漁業法 4条26）。1901年漁業法及び 1910 年漁業法において、漁業組合の漁業自営
は禁止されており、組合員各自が漁業の権利を有すると規定されていた（1901 年
漁業法 19,20 条、1910 年漁業法 43条）。また、漁業権を物権とみなす規定は 1910
年漁業法において新設された（7条 1項）（田平 2014:21‐22,32） 






























   【1等港】全国の利害に関係する港（国費負担率は 6 割で直轄工事） 
     :横浜、神戸、長崎、新潟、函館 














べく、第 1期海面埋立工事が実施された（1899 年～1905 年）。第 1 期工事竣工直


















































1906 年 1 月、第 1 次西園寺内閣の発足に伴って原敬が内務大臣に就任したこ





第 2 次港湾調査会第 1 回会合は 1907 年 7 月に開催され、重点的な整備を進める











   【第 2種重要港湾27】地方が経営し、国が相当の補助 
：大阪、東京、長崎、青森、秋田海岸（船川・土崎）、新潟、境、鹿児島、伊勢
湾（四日市）、仙台湾（塩釜） 
   【その他】関係区域が小さいため、地方の独力経営に任せ、国の補助なし 
：上記以外の港湾 
    本方針は、少数の外国貿易港にのみ修築の対象を絞った「大港集中主義」のよ

























    第 2 次港湾調査会は、1923 年の関東大震災による財政難に伴い、加藤高明内
閣が実施した「行政整理」によって廃止されるまで 12 回の調査会を開催した。
その後、内務省は 1925 年 11 月に臨時港湾調査会を開催し、「横浜港将来計画」
を審議したが、同調査会はそれ以降開催されることはなかった（黒田 2014:35-
37）。 
    1930 年代に入ると昭和恐慌対策の一環であった農村救済・産業振興の一環と
して内務省土木局は地方港の修築に着手し、工業港の修築を名目に取組みを本格
















は県営で行うことを閣議決定した29（稲吉 2014:289、増田 1986:110）。 























    前述のとおり、江戸時代に藩の許可を得て民間で造成した埋立地の所有権は事
業者に与えられており、江戸時代末期に大繩請を受けた事業が明治時代以降も引
き続き実施された他、資本家による新たな埋立免許申請もあったと推察される
（伊藤 1996:53,岸田 2011:13）。 











いた（伊藤 1996:53,岸田 2011:13）。 









1921年 4月に公有水面埋立法が公布され、翌 1922 年 4月から施行された（日本
港湾協会 2007:13-14）。 
    同法は、事業を円滑に推進するための規定を整備する一方で、当時としては珍
しく水面権利者の保護にも配慮した規定を置いており、公有水面の埋立ては都道
府県知事の免許を要するものとし、利害調整規定が置かれ、府県知事は漁業権等
の補償を巡る裁定者として規定された（4条 3項、6条）（伊藤 1996:53-54,岸田 
2011:13）。  

























   a)内閣制度発足以前 

















































年 12 月には内務省土木局河港課が河川課と港湾課に分けられた（稲吉 
2014:208-209）。 
 
   d)行財政整理による大蔵省税関への一元化 
     1921年 11月以降、高橋是清内閣の下で行財政整理の一環として海港行政の
一元化問題が取り上げられ、1924 年頃には海港行政一元化問題を巡って内務
省－港湾協会と大蔵・逓信両省との対立が顕著になっていた。1924 年 6 月に
加藤高明内閣が発足すると海港行政の主導権が内務省系政治家から大蔵省系
政治家に移り、前述のとおり同年 10 月には第 2 次港湾調査会が廃止された






      e)逓信省による海港行政一元化の試み 
























   f)運輸通信省の設置 
























33 海務局は、横浜・名古屋・神戸・門司・函館に設置され、支局が 22 か所に設置され
た（稲吉 2014:298）。 

















   a)1901 年逓信省案 
    海運の管理及び港則を所管する逓信省は、航路整備に係る地域社会からの期





























     原内閣において、内務省土木局は、内務省への海港行政の一元化を推進すべ
く、1921 年に新たに港湾法草案を作成した。同草案の主な内容は以下のとおり
である。 
    ①港湾を「国の営造物」として位置付ける 
    ②港湾を「国港」（主務大臣管理・認定）と「地方港」（地方長官管理・認定）
に区分 
    ③管理者の権限として、港湾の区域の指定、工事の施行及び維持、埋立及び施
設占用許可、入港料・使用料の徴収等を規定 
    ④港湾管理に要する費用は原則として国港は国庫負担、地方港は府県負担だが、
勅令で指定する地方港修築工事は費用の一部を国庫から補助する。 





















った（稲吉 2014:243）。1927 年 11月に第 2回港湾法制定問題調査委員会に提
出された草案の概要は以下のとおりである（黒田 2014:62-64）。 
    ①国の公益に重要な関係を有する 1等港を主務大臣（内務大臣）が認定、1等
港以外の枢要な港湾を 2等港として主務大臣が認定、その他府県内の枢要な
港湾を府県知事が 3 等港として府県知事が認定。 
   ②港湾区域、臨港地区は 1 等港、2 等港は主務大臣、3 等港は府県知事がそれ
ぞれ指定。 









    ⑤港湾区域内における土砂採取の制限、臨港地区内における建築制限等の権限
を港湾管理者に付与。 








     1938 年には港湾協会に代わり、内務省が港湾法案を策定した。その背景と
して、戦時体制下において、経済的にも軍事的にも港湾の重要性が認識され、
港湾を管理する法律の必要性が高まったことが考えられる。同案の内容は以下
の 3点を除き、上記の港湾協会案と大きな差異はない（黒田 2014:64）。 
    ①港湾を国港と地方港に区分し、国港は主務大臣が、地方港は府県知事がそれ
ぞれ指定。 
    ②港湾管理者は、国港は関連省庁の出先機関を統合した「港務局」であり、地
方港は府県知事、勅令で指定された港湾は市長。 
    ③主務大臣の諮問機関として港湾委員会を設置。 








































































第 3節 戦後復興期における関係法令の整備（占領期～1950 年代） 
１．領海をめぐる紛争 











    日本の商船隊は太平洋戦争で壊滅的な打撃を受け、戦前の優秀船は悉く失われ、
粗製劣悪な戦時標準船と老齢不経済船だけが僅かに残された（森 2016:57）。敗
戦後、GHQ 日本商船管理局（U.S. Naval Shipping Control Authority for 
Japanese Merchant Marine）の下部機構として、日本側に日本商船管理委員会
（Civilian Merchant Marine Committee）を設置するよう指令を受け、1942 年 4
月に戦時海運管理令に基づいて設けられた船舶運営会が商船管理業務を担当し
た（森 2016:57-58）。 
    民営還元を控えて、新しい行政理念に基づく海運に係る基本法の制定が必要と
され、また、外航海運を再開する上で、定期船輸送秩序の安定維持のための国際











船を再開した（森 2016:59）。1956 年 11 月のスエズ運河閉鎖は、日本の海運企





    敗戦後、1950 年までの外航復活までの間、主に内航において、国家使用船の一
元的運航体制が継続された。貨物輸送を鉄道から内航に転移させるべく、GHQ は
内航の民営化を先行して推進した。私企業としての海運事業の再建に際し、船腹



















行、事業区分の新設等を内容とする改正法が 1959 年 3月に成立し、同年 10月か


































後、1945年 11月に運輸省水路局、次いで 1948年 5月に海上保安庁水路局、さら





1940 年に脱退した国際水路局に対しては、1950 年 1 月に加盟申請を行い、同
年 7 月に再加盟が正式に発効した。また、1874 年 10 月公布の太政官布告第 110
号と 1890 年 5 月水路測量標条例に代わって、水路測量の実施基準の設定、水路
測量の実施に係る権限の付与、関係者への資料提出依頼、水路図誌の保護を主な







同法は 1948 年 12 月 15 日に公布された。当初の漁業法案が GHQ に拒否された後、


















































11 月に海軍省より水路部が移管された。1946 年 6 月の GHQ 指示により、関税に
関する機構が大蔵省に移管され、検疫、動植物検査事務、海上保安事務が海運局

































1947年 12月、米陸軍第 8 軍司令部は覚書「京浜港及び神戸港における日本側
の経営について」を手交し、京浜港と神戸港において軍用施設として引き続き管
理する港湾施設以外を 1948 年 7 月に日本側に移管するので、それぞれの港湾の
運営計画を立案することを要求し、その際、ニューヨーク、サンフランシスコ両
港の運営方式に倣い、「ポート・オーソリティ」の設立、組織及び運営について計















は以下の 3点である。同案は国の関与に関する GHQ の了解が得られず成案とはな
らなかった（黒田 2014:65-66）。 
   ①国際交通の重要度に応じて港湾を 3種に分類し、内閣の認可を受けて運輸大臣
が認定する。 
   ②第 1種港湾及び旧軍港は国の管理下に置き、港湾経営主体としては、国単独か
国と地方公共団体が共同で設立する公共企業体のいずれかを選択できる。 
   ③地方公共団体が管理する第 2 種港湾及び第 3 種港湾の経営主体も地方公共団
体自身か地方公共団体が設置する公共企業体のいずれかを選択できる。 
















































































管理者設立の問題が暗礁に乗り上げていたため39、1949 年 8月には GHQ の以下の
 




   ①横浜、神戸両港以外の港湾にも港湾管理者が設立されること 
   ②港湾管理者にはポート・オーソリティが望ましいが、地方公共団体も可 






















局を設置しているのは現時点（2020 年 12 月）においては新居浜港のみである。

































   
（５）漁港法の制定 










































の 3点であった（河井 1996:19） 
   ①都道府県知事又は市町村長は、議会の議決を経て国土保全のために必要と認め
る海岸の区域を「海岸保全区域」として指定する。 
   ②海岸保全区域の管理は都道府県又は市町村が行う。 




審議未了となった。同法案の骨子は、以下の 5点であった（河井 1996:19-20） 




   ②指定の際に、関係行政機関（港湾管理者、漁港管理者、河川管理者、通産局長、
専売公社）と協議を行う。 
   ③海岸保全区域は干満潮位からそれぞれ 50m の区域とする。 
   ④海岸管理者は海岸保全区域を指定した市町村又は都道府県とする。 
   ⑤主務大臣は、農地の保全を目的とする海岸保全区域については原則として農林
大臣とし、それ以外は建設大臣とする。 
    上記法案に係る調整において、法案の所掌を主張する 3省庁の主張はそれぞれ





















頻発しており、とりわけ 1953 年 9 月 25 日に東海地方に上陸した台風 13 号は西
日本に大きな被害をもたらし、防災と国土保全のために早急に海岸管理制度を確
立すべきとの世論が高まり、同台風に係る災害復旧工事は海岸工学の飛躍的発展






骨子とする海岸法案を作成した（岸田 2011:40-42, 河井 1996:20-21）。 
   ①法案が海岸管理の基本法としての実質を備えていることから名称を海岸法と
した。 
   ②海岸保全区域の管理を国の事務とし、都道府県知事又は市町村長に委任するこ
ととした。 
   ③同法を建設省専管とするが、農林行政・港湾行政との調整を図るべく、海岸管
理者との事前協議を義務付けた。 
    同法案は前述の農林省及び運輸省を踏まえたものではなく、両省は漁港管理、
農地保全、港湾管理の観点からそれぞれ管理権限を主張し、3省の主張は平行線
を辿った。その後の 3 省庁間の調整により、1956 年に提出された海岸法案の骨
子のうち上記③の法案の所掌に関するものは以下の 2 点であり、同法案は 1956
年 5月に公布された（河井 1996:21）。 






























































































































    1957年 4月にスエズ運河が再開された後、日本海運企業は不況が続いており、
1963年 7月に「海運再建整備 2法44」が施行された。同法は、企業集約措置によ
って、海運企業間の過当競争を防止し、国際競争力の強化を図るものであり、1964












    1968 年に日本の海運企業のコンテナ船が太平洋航路に就航したが、コンテナ
の登場は貨物輸送の効率化を通じて、外航定期航路に大きな変化をもたらした。
1971 年のニクソンショック、1975 年の計画造船に対する利子補給制度の廃止、


















































1960 年にロンドンにおいて IMCO（政府間海事協議機構48）により 1960 年国際
海上衝突予防規則が採択され、1964 年に海上衝突予防法が改正された。1972 年
に IMCO において、「1972 年の海上における衝突の予防のための国際規則に関す
る条約」が採択され、1977 年 7月に発効した。同規則を国内法化すべく、従前の





















    その後、海上安全審議会答申（1967年 10月）を経て海上交通法案（1968 年 1








































（１）沿岸漁業構造改善事業及び 1962 年漁業法改正 













1960 年代以降、以下の 2 点の政策課題への対処が強く求められるようになっ
ており、1971 年 5 月に海洋水産資源開発促進法が公布された（新井 1975:106-
110）。 






































































条約」(MARPOL 条約)が IMCO で採択され、その後、同条約を一部修正、追加した
上で早期に実施することを目的に、「1973 年の船舶による海洋汚染の防止のため



















































    1960 年代後半以降、自然公園においても自然破壊がみられるようになったこ
とから、優れた自然の風景地を保護することを目的とする自然公園法に加えて、
原生の状態を保持する等自然性の高い地域を保全する必要性が高まってきた。こ


























法及び港湾整備特別会計法が制定され、第 1 次港湾整備 5 箇年計画（計画期



























































   b)港湾及び航路の計画的な開発、利用及び保全 















































整備した（56 条の 4～56 条の 6） 
 
e)目的規定の改正 



























































    1970 年代の 2 回の石油危機を経て、エネルギー政策の転換が図られる中、港
湾においても、受益者負担により、国家による石油備蓄や電力向けの石炭・LNG
の供給等に向けた港湾施設整備を国の直轄公共事業として実施できるようにす



































（三浦 2015:39-40）。本件に関連する判例として以下の 2つの事例が挙げられる。 
 ①臼杵風成地区公害予防闘争訴訟（大分地裁 1971 年 7 月 20 日判決、判例時報 6 
38号） 
































































1967年、1972 年の行政管理庁の勧告、1966 年、1977 年の会計検査院の指摘に加
え、国会においても指摘されており、管理者、管理方法、管理費用の負担等一般
 






      
   ①公共物管理法案（1963年、建設省） 
建設省は、1963 年 2月 1日、公共物管理法の試案を提示した。同法案は、市
町村を公共物の管理主体（3条 1項）とし、協議による境界画定（10条 1項）、







18, 河井 1996:26, 成田 1996b:153）。 
 









   ③公物財産管理法案要綱案（1977年、全国知事会）  



































    a)目的 
    b)海洋利用計画（国による海洋利用基本計画の策定、海洋利用基本計画の内容、
海洋利用基本計画の策定等に関する調査、他の計画との関係、都道府県によ
る海洋利用計画の策定） 


















に属すると解されていること（地方自治法 5 条 1 項）、地方公共団体の事務に
港湾の設置、運営、漁場の経営、公有水面埋立事業等（同法 2 条 3 項 4,11,12
号（1999年地方分権一括法による改正前の規定））が規定されていることから、
都道府県が策定することとされていた（運輸経済研究センター 1979:10）。 
   
   ⑤第 2次臨時行政改革推進審議会答申（1989 年） 
上記①～③に続き、標記審議会による「国と地方の関係等に関する答申」
（1989 年 12 月）においても、法定外公共物の管理の実態を踏まえ、管理の仕
組み、敷地に係る権原の帰属のあり方等に関し、早急に関係者間での協議を促
進し措置を検討すべきと指摘された（河井 1996:27, 成田 1996b:159）。 
 
（３）全国総合開発計画における「沿岸域」の扱い 










   1977 年の領海法の制定により、領海の幅は 12海里に拡張されたものの、特定海
域については、従前のとおり 3海里とされた。同法案の審議において、政府は非核
三原則に触れず、通商国家として自由な通航を重視することを強調していた。 




























     
第 5節 国際競争と地球温暖化への対処（1990～2000 年代） 
１．国連海洋法条約の発効と EEZ境界画定交渉 
 （１）国連海洋法条約の発効 
    1994 年 11月 16 日、海洋法に関する国際連合条約（UNCLOS）が発効し、日本に
ついては 1996 年 7 月 20 日から効力が発生した。UNCLOS に対応するため、国内
法が整備され、領海法が一部改正された他、排他的経済水域及び大陸棚に関する
法律により、200 海里の排他的経済水域が設定された（田平 2014:13）。第 2 章
で前述したとおり、EEZ及び大陸棚のいずれについても中間線までの海域である
と規定している（1条 2項、2条）。 



























年には 1万 TEU積のコンテナ船が導入された（黒田 2014:116）。 
外航海運をめぐる環境の激変と競争の激化は、日本の海運企業にも大きな変化































   
 （３）港湾運送 




るとの批判が高まり、1997 年 12 月の行政改革委員会最終意見及び 1999 年 6 月
の運輸政策審議会答申を踏まえて、主要 9港において事業免許制を許可制に、運
賃・料金認可制を事前届出制に改めることを主な内容とする港湾運送事業法一部
改正法が 2000 年 5 月に成立し、同年 11 月から施行された（日本港湾協会 
2007:57）。こうした中、従前、日中が就業時間で、土日祭日は閉鎖されていたコ
ンテナターミナルが、2001 年から 24時間・元日を除く 364 日全面稼働に移行し
た。その後、2004 年 3 月に閣議決定された「規制改革・民間開放推進 3 か年計
画」に基づき、2005 年 5 月に港湾運送事業法一部改正法が成立し、2006 年 5 月






























（1995 年 9 月 22 日 静岡地裁沼津支部）は入海料についての被告の主張を概ね
認め、上記慣習についても法的根拠となる旨判示した（三浦 2015:150-152） 
これと対照的に、第 2 審判決（1996 年 10 月 28 日東京高裁）は、1949 年の現
行漁業法制定により、江戸時代からの慣行によって続いた漁場の権利関係は一旦
消滅したため、漁協には入海料徴収の根拠はないと判示して、原告の主張を認容
した。最高裁判決（2000 年 4 月 21 日）は、両者間における入海料の支払いに関
する一定の合意の成立の余地についての審理不尽を理由に原判決を破棄して原















   
（２）国連海洋法条約の発効と漁業協定の締結 










国と早期に EEZ境界を画定することを望むようになった（坂元 2018:322）。 
 
（３）水産基本法の制定と漁業法改正（2001 年） 
    新たな国際海洋秩序の導入・定着、漁業生産の減少と自給率の低下、漁業者の
減少と高齢化が進行する中、従前の沿岸漁業等振興法に代わり 21 世紀を展望し









































   ①200 海里体制下において、日本周辺海域における水産資源の適切な保存管理と 
持続的利用を基本とする枠組みの構築 
   ②加工・流通等の関連産業も含めた水産業全体の発展 
   ③水産物の安定供給や漁業地域の活性化への対応 
    同大綱・プログラムにおいて、漁港等水産基盤の整備については、以下の 3つ
の方向性が示された（漁場整備法規研究会 2008:20-21）。 
   ①日本の 200 海里水域内水産資源の持続的利用と安全で効率的な水産物供給体
制の整備 
   ②資源の回復を図るための水産資源の生息環境となる漁場等の積極的な保全・創   
    造 













2001年 2月 14 日の自民党水産基本政策小委員会において議員提案で措置するこ




     
 ４．環境保全 
 （１）環境基本法、環境影響評価法の制定 

















て、1997年 6月に環境影響評価法が公布された（完全施行は 1999年 6月）。対象
事業には、発電所、廃棄物処分場、埋立て・干拓を含む 13事業で、国が実施し又






    a)海洋投棄に起因する汚染の抑止 
     「1973 年の船舶による海洋汚染の防止のための国際条約に関する 1978 年の







改正され、同議定書は 2006 年に発効し、日本は 2007 年に加入した。これに先
立ち、2004年 4月には、「1973 年の船舶による海洋汚染の防止のための国際条










     1990年代以降、船舶の座礁、沈没事故発生時に、船舶所有者、船舶賃借人が
賠償能力を有しないこと等を理由に被害の賠償や船舶の撤去を行わない事例
が多発し、沿岸の地方公共団体に多大な負担が生じ、国からも費用の一部を補


















     さらに、2002年 12月に茨城県日立港で発生した北朝鮮船籍貨物船チルソン
号の座礁事故において、船舶所有者が費用請求に応じなかったことを契機に、




















































































運営についても国の役割を限定する必要性が高まってきた。1999 年 7 月に公布
された地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律により、港湾
法が改正され、運輸大臣が予算の範囲内で自ら行うことのできる港湾工事が、以





   ③避難港における水域施設又は外郭施設 
上記改正により、法令上制約されていなかった直轄工事の範囲が限定されたが、
他方で、国が自らの政策手段として行う港湾整備の範囲と役割を明確化する効果
があった（黒田 2014:138）。上記改正法公布後の 1999 年 12月に港湾審議会答申
「経済・社会の変化に対応した港湾の整備・管理のあり方」が公表された。同答
申では以下の 4点が示された。 
    ①全国的・広域的な視点からの取組みの強化 
    ②地域の主体的な取組みの支援と強化 
    ③環境の保全・創造のための取組みの強化 
    ④港湾行政の透明性、効率性等の向上 
上記答申を踏まえた港湾法一部改正法は 2000 年 3 月に成立・公布され、主な
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     2001 年 9月 11日に発生した米国同時多発テロ事件を契機に、2002 年 SOLAS 条
約改正により、港湾関連施設についても侵入防止等の保安対策の強化を義務付け、


















































 （１）1999 年海岸法改正 








   ②座礁船や放置船への対処 
    座礁船や放置船の処分を迅速に行えず、これらの船舶の撤去を要請する手段は
民事訴訟のみであった。 
   ③海浜地への車両の乗入れ規制 
    海岸利用（交通事故）や海岸環境（生態系破壊）に支障のある行為に対処する
規定が未整備であった。 
   ④海岸保全施設の損傷・汚損、流木等の漂着物への対処 




   ⑤海砂利採取 
    海岸保全区域以外では地方公共団体の条例で禁止しているのみであり、未規制
の海域における採取により海岸浸食が深刻化していた。 
   ⑥プライベートビーチ 
    民有海浜地の利用モラル（清掃、騒音防止等）に関する規定が未整備であった。 
   ⑦海の家による海浜地の不法占拠 
    海岸管理者による占用許可期間は 3ヶ月で建物は仮設に限定されているが、永
久構造物として建てられている事例もあった（千葉県）。 
   ⑧水上ハウスボート 






















最終的に、1998 年 5 月に閣議決定された地方分権推進計画において海岸法の事
務区分は主に以下のとおり整理された（岸田 2011:180-182） 











上記計画を踏まえた地方分権一括法が 1999 年 7 月に公布され、海岸法につい
ては以下のとおり改正された。 
   ①都道府県知事が行う海岸法に定めた公共海岸の国有財産に係る事務が法定受
託事務であることが明記された（40 条 4 第 2 項、国有財産法 9 条 3 項、同施















































































沿岸域総合管理に関しては、1998 年に策定された第 5 次全国総合開発計画を契
機に、総合管理計画の策定に加えて、総合管理に係る法制度の制定が関係省庁及び
関係学会において提唱されたが、法制度の制定には至らなかった。 
   
 








































































る（坂元 2018:353）。2008 年 6月 18日、日中両国は東シナ海北部の共同開発に








状況において、2018年 5月 9日の日中首脳会談において、上記の 2008年の合意
























































































































































2014 年 1 月から、船舶において使用する燃料油の硫黄分の濃度に関する、よ 
り厳しい基準を、米国カリブ海海域においても適用することとなり、また、「2004
年の船舶のバラスト水及び沈殿物の規制及び管理のための国際条約」が 2014 年








































同基本法制定に加え、2009 年 5 月に自然公園法及び自然環境保全法が改正さ
れ、目的規定に生物の多様性の確保に寄与する旨が追記（1条）された。さらに、
海域における保全施策の充実を図ることを目的とした自然公園法における改正














の背景としては、2010 年 10 月の生物多様性条約第 10 回締約国会議で採択され






























設すべく、港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律が 2011 年 3 月に改正




























































  b)現場作業員の安全を確保すべく水門・陸閘等の操作規則の策定を義務化。 

















































































































































































































































 第 1節 海洋空間の利用調整における課題 



























































































































































































































































































































    
3)外交交渉による調整 




























































































































































































の有効性の考察」,『海洋政策研究』第 11号, p.23 
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